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研究成果の概要（和文）：ダイバーシティとインクルージョンは、持続可能な開発目標において重要な概念であ
る。ダイバーシティは年齢、性別、人種等人々の多様性である。インクルージョンは帰属欲求や自分らしさへの
欲求を満たすように処遇されることで、従業員が職場集団の一員として尊重されていると認知する度合いであ
る。ダイバーシティが多様性それ自体を強調しているのに対して、インクルージョンはその多様性を認め、受容
すると同時に、人々が包摂される存在だという基本的な考え方に重きをおく点でより先進性がある。本研究は、
日米欧の文化・制度的相違も明確にした上で、ダイバーシティとインクルージョンの視点から戦略的人材開発に
ついて日米欧比較分析する。

研究成果の概要（英文）：Diversity and Inclusion are important concepts for the Sustainable 
Development Goals (SDGs). Diversity represents all the ways people are unlike and alike, differences
 and similarities in age, gender, race, religion, ethnicity, nationality, disability, culture, 
values and so on. Shore et al.(2011) define inclusion as the degree to which an employee perceives 
that he or she is an esteemed member of the work group through experiencing treatment that satisfies
 his or her needs for belongingness and uniqueness. Diversity and inclusion are not clearly 
distinguished, but the two are different concepts. Inclusion is a more advanced concept than 
diversity because inclusion moves beyond counting demographic differences to showing how these 
demographic differences can make a difference if people are working together to achieve 
organizational objectives. This study compares the strategic human resource development of Japan, 
the U.S. and Europe from the perspective of diversity and inclusion. 

研究分野：人的資源管理
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究のひとつめの特色は、企業の人事担当者へのヒアリングと従業員のアンケート調査に基づく実証研究であ
る点である。２つめの特色は、アメリカ、ヨーロッパ、日本企業への調査に基づく日米欧比較である点である。
欧米企業においてどのように D&I（Diversity and Inclusion）戦略を選択しているのか、どのように戦略的人
材開発を行うのかを分析することは、これから日本においてダイバーシティとインクルージョンを推進する上
で、とても示唆に富んでいる。実証分析に基づく日米欧比較の本研究成果は、独創的であり、学界のみならず、
実務界にも大いに貢献し、社会的意義も大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１． 研究開始当初の背景 
 
少子高齢化に直面する日本経済の課題に取り組み、暮らしやすい社会を築くため、政府は一 
億総活躍社会の実現をめざしている。それは、女性も男性も、高齢者も若年者も、障がいのある
人もない人も、すべての人びとが活躍できる、いわば全員参加型の社会である。そこでは、ダイ
バーシティ（多様性）とインクルージョン（包摂）による持続的成長と分配の好循環が期待され
ている。 
ダイバーシティ（diversity）とは、人種、民族、国籍、性別、年齢、身体的能力、宗教、文化、
価値観等人びとの多様性をさす。アメリカでは、女性、アジアやヒスパニックのマイノリティ、
高齢者が増大する中で、労働力の多様性が劇的に進展しており、職場における多様性をどのよう
にマネジメントするかが、最大の焦点である（Dessler, 2001）。ヨーロッパでも、女性、障がい
者、外国人、高齢者等の多様な人材をどのように雇用し、戦略的に人材開発するかが、切実な問
題である。日本でも、冒頭述べたように、女性、障がい者、外国人、高齢者等多様な人材の雇用
と戦略的人材開発が、最優先課題となっている。 

Loden and Rosener (1991)によれば、ダイバーシティには 4 つの次元があるという。これは、
ダイバーシティの車輪といわれる。ひとつの次元は、パーソナリティであり、人生の早い段階で
形成される。パーソナリティは、一生のキャリア選択を通して、他の３つの次元に影響を与える
ことも、与えられることもある。内的次元は、コントロールできないものもあり、民族や性別の
ような見た目で判断するものを含む。外的次元は、ある程度コントロールできるし、時間が経つ
につれて変化するかもしれないもので、キャリアやワークスタイルについての意思決定の基盤
となるものである。組織的次元は、仕事状況におけるカルチャーに関するものである。ダイバー
シティの内的次元は、既に注目されつつあり、一部ダイバーシティ・プログラムの中で成功して
いるが、外的次元、及び組織的次元は、人びとの待遇や昇進・教育機会についてどのように取り
扱うかのやり方を決定するうえで、示唆に富む。したがって、本研究では、内的次元のみならず、
外的次元や組織的次元も考慮する。 
インクルージョン(inclusion)とは、社会の一員であると感じること、ありのままの自分が尊重
され、評価されていると感じること、自分が最善を尽くすことができるような他の人からの支持
力や貢献度を感じることをいう（Miller and Katz, 2002）。Shore et al.（2011）によれば、イン
クルージョンは、帰属欲求や自分らしさへの欲求を満たすように処遇されることによって、従業
員が職場集団の一員として尊重されていると認知する度合いであるとされる。 
このように、インクルージョンはダイバーシティと類似する考え方だが、ダイバーシティが多
様性それ自体を強調しているのに対して、インクルージョンはその多様性を認め、受容すると同
時に、人びとが共生し、包摂される存在だという、より基本的な考え方に重きをおく点において、
より先進性がある。G20首脳会議においても、包摂的成長(inclusive growth)は、今日グローバ
ルに共鳴されている最優先課題である。力強く、持続可能で、バランスのとれた成長のためには、
インクルーシブでなければならないのであり、包摂的成長の必要性が強調されている（二神、
2017）。 
以上のような社会的および学術的背景から、本研究では、ダイバーシティとインクルージョン
の視点から、戦略的人材開発について検討し、考察するという問題設定をした。本研究では、特
に日米欧企業の D&I（Diversity and Inclusion）戦略が企業の競争力にどのような影響を与え
るのかを問い、その現状と課題を日米欧比較分析する。 

 
２．研究の目的 
  
ダイバーシティ・マネジメント（diversity management）とは、職場における多様性を意識
し、多様性それ自体の価値を認識し、それらをマネジメントすることで、創造性を刺激し、幅広
い視点を提供し、問題解決能力を高め、企業にフレキシビリティを導入するので、企業組織に競
争優位をもたらすことができるという考え方をさしている（Mathis and Jackson, 2004）。 
例えば、女性管理職比率の高い企業のほうが、低い企業よりも収益性が有意に高いことが明ら
かになっている（Futagami and Helms, 2017a; 2017b）。また、Catalyst（2015）によれば、女
性役員が多い企業ほど、業績が良いとされる。つまり、取締役会に女性が多いほど、より幅広い
洞察、見方、経験がもたらされ、意思決定が改善されるので、企業の業績に良い効果をもたらす
という。 
障がいを個性や強みとして捉えるような働き方も増えている（二神・村木、2017）。ここでは、
インクルージョンの視点が不可欠である。アメリカの GE（General Electric Company）では、
ストレングス・ファインダーという人材開発の手法を障がい者雇用に導入している。これは、仕
事に関係する 34の資質の中から、個人がどの資質を強く持っているかを明らかにし、それを活
かす仕事に就いてもらうという手法であるが、自分の優れた資質を明らかにし、それを活用する
ことが個人の能力発揮、組織のパフォーマンス向上につながるという考え方である。ドイツ・フ



ォードでは、車椅子を使っている身体障がい者の開発者が、車椅子に乗ったまま運転できる自動
車を開発し、企業に貢献している。障がい者だからこそ、利用者の視点で自動車を開発すること
に成功したケースである。 
以上からも、多様な人材を雇用し、人材開発する企業の競争力が高いことが示唆される。した
がって、本研究の目的は、ダイバーシティとインクルージョンの視点から、企業がどのように戦
略的人材開発を行っているのか、そのことによって競争力を高めているのかを明らかにするこ
とである。アメリカ、ヨーロッパ（主にフィンランド、ドイツ、フランス）、日本の企業でヒア
リング調査とアンケート調査を実施し、ダイバーシティとインクルージョンの視点から、戦略人
材開発の実態を分析し、日米欧比較分析を行う。 
 
３．研究の方法 
 
本研究では、アメリカ、ヨーロッパ、日本企業の人事担当者へのヒアリング調査を行い、企業
の D&I 戦略（女性、障がい者、外国人、高齢者、非正規従業員等の採用・配置・昇進、人材開発）
と企業の競争力の関連性を明らかにする。また、障がい従業員へのアンケート調査の回答データ
を多変量解析し、障がい従業員の仕事能力、エンプロイアビリティ、インクルージョンと戦略人
材開発との関連性を明らかにする。日米欧の文化・制度的相違も明確にしつつ、比較分析する。 
なお、欧米企業の人事担当者へのヒアリングと従業員のアンケート調査に関して、海外共同研
究者とのコラボレーションが不可欠である。 
 海外共同研究者のスイスの Backes-Gellner 教授(Zurich 大学)と連携しながら調査研究を実
施する。Backes-Gellner 教授は、スイス、ドイツ、イギリス企業の職業教育・訓練の著書、論
文を多数執筆し、この分野の第１人者で、ドイツのメルケル首相のアドバイザーとして EU 企
業の戦略的人材開発の動向に詳しい。 
海外共同研究者のフランスの Jacques Jaussaud 教授(Pau 大学)と Julien Martine 教授
（Paris 大学）は、フランスの戦略的人材開発の第 1 人者で国際ジャーナルに数多くの論文を
掲載している。両教授との連携は、フランス企業へのヒアリング調査を実施するために欠かせな
い。 
 海外共同研究者のフィンランドの Erja Kettunen 教授（Turku 大学）は、とくにフィンランド
企業の D＆I戦略と障がい者雇用に詳しいので、同教授との連携は重要である。 
海外共同研究者の アメリカの Lotte Bailyn 教授（MIT）は組織論、ダイバーシティ研究の世
界的権威である。著書 Breaking the Mold（The Free Press, 2006）にもあるように、アメリカ
企業の D&I 戦略のベスト・プラクティスにも詳しいので、本研究の調査で同教授の協力は不可
欠である。 
本研究では、上記の海外共同研究者たちとのコラボレーションによって、企業へのヒアリング
調査とアンケート調査を行う。 
 
 
４．研究成果 
 
(1) 主な研究成果 
 
本研究では、ダイバーシティとインクルージョンの視点から、戦略的人材開発について日米欧
比較分析を行った。 
 まず第 1に、フランスの Jacques Jaussaud 教授と Julien Martine 教授とともに、フランス
の企業へのヒアリング調査を実施し、企業の D&I 戦略について検討した。とくに、フランス企業
の女性、外国人、高年齢労働者の戦略的人材開発について分析した。 
 第２に、フィンランドの Erja Kettunen 教授とともに、フィンランド企業へのヒアリング調査
を実施し、企業の D＆I 戦略を検討した。とくに、フィンランド企業の女性、障がい者の戦略的
人材開発について分析した。 
 第３に、Backes-Gellner 教授の助言を得て、ドイツ企業へのヒアリング調査を実施し、企業
の D＆I 戦略を検討した。とくに、ドイツ企業の障がい者、非正規従業員の戦略的人材開発につ
いて分析した。 
 第４に、Lotte Bailyn 教授の助言を得て、アメリカ企業へのヒアリング調査を実施し、企業
の D＆I戦略を検討した。とくに、アメリカ企業の障がい者の戦略的人材開発について分析した。 
第５に、日本企業へのヒアリング調査を実施し、企業の D＆I 戦略を検討した。とくに、日本
企業の女性、障がい者の戦略的人材開発について分析した。 
第６に、本研究では、Erja Kettunen 教授の助言を得て、フィンランドのソーシャル・ファー
ムで働く障がい従業員へのアンケート調査の回答データを多変量解析した。障がい従業員の仕
事能力、エンプロイアビリティ、インクルージョンと戦略的人材開発の因果関係について考察し
た。 
以上のことから、主な研究成果には、国内の学術図書として、二神枝保編著『雇用・人材開発
の日欧比較：ダイバーシティ＆インクルージョンの視点からの分析』(中央経済社、2020 年)、
および、二神枝保編著『ヨーロッパ諸国における女性の就業継続とキャリアアップの取組に関す



る調査研究:スウェーデン、フラ ンス、ドイツ、オランダの取組』（かなテラス、2022）、および、
二神枝保ほか『人文社会科学とジェンダー』（日本学術協力財団、2022）を出版した。 
国内の学術論文として、二神枝保「ダイバーシティ＆インクルージョン(D&I)の視点からの戦
略的人材開発(SHRD)：理論的フレームワークに関する一研究」(『しごと能力研究』（査読付）、
2020 年）、および、二神枝保「女性研究者の活躍を推進するための課題と展望：多様性と包摂の
視点からの分析」（『学術の動向』、2021 年）を執筆した。 
海外の学術図書として、Shiho Futagami et al. Sustainable Development and Energy 
Transition in Europe and Asia (WILEY,2020）、および、Shiho Futagami et al. Changing 
Global Environment in Asia and Human Resource Management Strategies (NOVA Science 
Publishers,2020）、および、Sustainable Development in Asia（Springer,2022)を出版した。 
国際学会（The 27th International Euro-Asia Research Conference、および、The 26th 
International Euro-Asia Research Conference）で報告し、海外の学術論文として、Shiho 
Futagami and Erja Kettunen (2023) Work Ability and Inclusion of Disabled People: 
Implications for Inclusive Human Resource Management, The 27th International Euro-Asia 
Research Conference Proceedings（査読付）を執筆した。 
 
(2) 本研究で得られた研究成果の国内外の研究動向における位置づけとインパクト、意義 
  
本研究で得られた研究成果の国内外の研究動向における位置づけとインパクト、意義につい
て指摘する。  
まず第１に、本研究は、ヨーロッパ、アメリカ、日本企業の人事担当者へのヒアリング調査と
従業員のアンケート調査に基づいて、ダイバーシティとインクルージョンの視点からの戦略的
人材開発によって、企業が競争優位を高めることを明確にした実証研究として位置づけられる。
例えば、Catalyst（2015）によると、女性役員が多い企業ほど、業績が良いことが一部調査によ
り明らかにされているが、女性、障がい者、外国人、高齢者、非正規従業員等 D&I（Diversity 
and Inclusion）の視点から戦略的人材開発を行った企業の競争力を実証的に明らかにした研究
は、これまでほとんどない。とくに、本研究は企業の人事担当者へのヒアリングのみならず、障
がい従業員へのアンケート調査からインクルージョン、仕事能力、エンプロイアビリティ等にも
注目し、その点からも企業の競争力を分析したので、その意味で、本研究成果はオリジナリティ
の高いものといえるだろう。 
第２に、本研究は、ヨーロッパ、アメリカ、日本企業の人事担当者へのヒアリングと従業員の
アンケート調査に基づく日米欧比較研究として位置づけられる。Bailyn(2018)によれば、アメリ
カでは、人種問題を契機として注目されたダイバーシティであるが、その後女性雇用にもその概
念は拡大された。ヨーロッパでも、移民問題の緊急性から外国人労働者のダイバーシティが重要
視され、同時に女性雇用、障がい者雇用でも注目されるようになっている(Backes-Gellner, 
2018)。日本では、ダイバーシティは少子高齢化のなかで、女性や高齢者雇用において、最近で
は障がい者や外国人労働者の雇用においても注目されている概念である。本研究では、海外共同
研究者と緊密に連携するなかで、国による文化的・制度的相違も考察しながら、日米欧比較を実
証的に行ったものであり、極めて独創性の高い研究であるだろう。 
 
 

 
 
 



 第３に、本研究では、Loden and Rosener (1991)のダイバーシティの車輪（図１参照）でいう
ところの、内的次元（人種、民族、年齢、性別、身体的能力等）のみならず、外的次元（教育、
仕事経験等）や組織的次元（業種、職種、部署、職場立地等）も分析した研究として位置づけら
れる。働き方や仕事のダイバーシティについても明らかにした実証研究は、これまでほとんどな
いので、本研究は学界のみならず、実務界にとっても、示唆に富むものとなり、大いに貢献する
だろう。 
 
 

 
 
 
第 4 に、本研究では、フィンランドのソーシャル・ファームで働く障がい従業員へのアンケー
ト調査の回答データを詳細に分析している。その結果、障がい従業員の仕事能力やエンプロイア
ビリティは障がい従業員のインクルージョンを高めることによって、向上することがわかった。
また、障がい従業員のインクルージョンは、戦略人材開発の実施によって、高まることもわかっ
た。インクルージョンの先行要因と成果については、Shore et al.（2011）によって検討されて
いる（図 2参照）が、障がい従業員そのものの意識やインクルージョンについての研究はこれま
でほとんどない。本研究では、戦略人材開発の実施によって、障がい従業員のインクルージョン
が高まり、その結果、障がい従業員の仕事能力やエンプロイアビリティが向上することを明らか
にしたという意味で、学術的にも実務的にも大きな意義があるといえるだろう。 
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